Is it possible to donate the Unnecessary Real Estate to the Municipality? : An Analysis under Article96-1(9) of the Local Autonomy Act by 神山 智美















空家 1 は 2013（平成 25）年には全国に約 820 万戸にのぼり，そうした空家の
管理および利用に関する議論が盛んになっている。2014（平成 26 年）10 月時
点では，401 の地方公共団体が空家条例を制定しており，このような中，2014
（平成 26）年 11 月には空家等対策の推進に関する特別措置法（2014（平成 26）
年法律第 127 号。以下「特措法」という。）も制定された。当該特措法は，平
























































年法律第 67 号。以下「自治法」という。）96 条の存在からも説明することが
可能である。


















法 96 条 1 項 1 号，2 号等）または「執行機関の執行の前提として議会が事前
に意思決定に関与するべく，議会の本来的な権限を定めること」（例として自
治法 96 条 1 項 5 号等）が重要となる。先に挙げた自治法 96 条 1 項 5，6，7，8，9，



























法（1948（昭和 23）年法律第 73 号）14 条および同法施行令（1948（昭和 23）
























































ることができる。自治法 96 条 1 項には，普通地方公共団体の議会が議決せね
ばならない事項を列挙しているが，その一つ（9 号）に，「負担付きの寄附又
は贈与を受けること」が規定されている。
前述の自治法の逐条解説 15 および『別冊法学セミナー No.211 新基本法コン
メンタール　地方自治法』16）によれば，同条の決議事項は，議会の中心的な議
決権行使の項目として列挙されている。くり返しになるが，自治法 96 条によ
り「地方公共団体の団体意思の決定」（例として自治法 96 条 1 項 1 号，2号等）
または「執行機関の執行の前提として議会が事前に意思決定に関与するべく，
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やす場合































































この信託契約は，信託法（2006（平成 18）年法律第 108 号）で規定されている。
また，地方公共団体が不動産（普通財産である土地およびその土地の定着物を









































































































































者が遺贈を放棄することは可能であり（民法 986 条 1 項），それは相続財産の
一部ではなく全部の放棄が可能であるとするに留まる。よって，一部の財産だ
け相続放棄により手放すという，責任逃れと思える行為をすることは不可能で















































この施策実施のためには，不動産の信託に係る自治法 96 条 1 項 7 号に基づく
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方税法，同法施行令，同法施行規則の改正等について」（平成 27 年 4 月 1 日 
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